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建物管理の目的は、建築物の機能や性能を良好な状態に保ち、利用者に安全で衛生的な

環境を提供し、建物を長期使用できるように、適切な維持保全が重要になる。これらの目

的を達成するためには種々の管理業務が必要になってくる。

ここでは、建物管理全般における業務について、各方面から実例を挙げながら説明して

いく。全てを網羅するわけではないが、現場実務に役立つことを願う次第である。

1.1 ／ 建物管理の動向

建物管理業務には建物を運用し収益を上げる経営の面（オーナー）と設備や清掃・警備

などの施設管理の面（ビルメンテナンス）がある。

◆1.1.1 ／ プロパティマネジメント（PM）

2000 年頃から不動産である建物を証券化し、不動産の流動化を促進し、併せて不良債

権処理を迅速かつ円滑に進める手法がとられるようになって、当該建物が生み出す収益は

最も重要視され、その資産価値の評価や情報開示が求められるようになった。

これらの業務は、高度な専門知識を要するため、ビルオーナー自身では対応できず、ア

セットマネジメント（ＡＭ）やプロパティマネジメント（ＰＭ）といったビル経営の専門

家が重要な役割を担うことになってきた。つまり、「不動産の所有者と経営の分離」が起

こり、建物を効率よくかつ、生産性の向上が図れるように運用することが求められるよう

になった。

しかし、ビルメンテナンス会社が安易にＰＭを実施することができるわけではない。

ＰＭを十分に理解し、それらを遂行する仕組みや人づくりに取り組む必要がある。

このことは、建物管理業が単なる設備管理の業者から資産価値の維持・向上のための優

良なパートナーとして認知されることが必要であり、そのためには相当の努力が必要とな

る。最近は建物の管理運営全般について、最適な手法をオーナーに提案していくようになっ

てきている。

◆1.1.2 ／ ファシリティマネジメント（ＦＭ）

プロパティマネジメント（ＰＭ）が投資目的の物件を管理することに対して、ファシリ
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ティマネジメント（ＦＭ）はオーナーが所有する物件を事業目的に合わせ効率よく管理・

運営していく経営活動である。

ＦＭの定義は「企業・団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に企画・管

理・活用する経営活動」（「総解説ファシリティマネジメント」ＦＭ推進連絡協議会編より）

といわれている。

長期修繕計画を策定し、用途に合わせ建物内の設備機器を効率的に運用してエネルギー

の低減を図り、建物のメンテナンスに関してはランニングコストをギリギリのラインまで

削減する等はビルメンテナンス業としては今まで行ってきたことであるが、これに加え経

営的観点から顧客の立場に立ったサービスの改善、賃料設定などの不動産経営の知識など、

ビルメンテナンス業として行ってこなかった業務が必要となってきている。

1.2 ／ 統括管理業務

建物管理業務の範囲は前述のように広くなってきており、建物の設備・環境を適切に維

持できるよう設備・清掃・警備等を統括し、業務の進捗状況を管理しなければならない。

また、建物の改修工事等も行い、施工関連会社の業務管理・改善指示や見積徴収・査定及

び技術検討などのトータルマネジメントを行う。

これらの管理業務、改修工事等、建物運営全般に関してオーナーへ業務報告を行うとと

もに、積極的な改善提案も行う。テナントからの要望等に対しても、テナント・オーナー

両者の立場に立って改善策を検討する。

統括管理とは、現場における設備管理全般や設備管理業務で得られるデータに基づく状態

分析・改善・省エネ管理などの管理技術的側面をサポートし統括する運営管理業務である。

実務例をあげれば、

1）建物ごとの要員配置や予算作成・決算処理

2）建物の施設管理業務における各マニュアル作成

3）月間・年間作業計画、短・中・長期修繕計画等設備管理計画の作成

4）設備日常管理業務・業務月報・管理報告・事故報告等の報告書作成及び関係部署への報告

5 ）設備・清掃・警備の月例合同会議開催等の調整業務

6）オーナー及びテナントとの折衝・打合せ等の渉外業務

7）エネルギーの月次処理等記録の分析

8）外注業者の作業管理

9）消防・環境衛生等官庁関係立ち入り・査察の立ち合い業務

10）教育研修・訓練業務
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2.1 ／ 受変電設備

◆2.1.1 ／ 概要

1．発電・送電・配電の流れ

電気事業者の発電所の発電電圧は 6.6 ～ 22kV であるが、これを発電所に併設された変

電所で、長距離の送電ロスを少なくするため 275kV または 500kV の超高圧に変換し送電

線に送り出している。これを各地に設けられた超高圧変電所で 154kV まで降圧し、さら

に一次変電所で 66kV まで下げる。66 ～ 154kV に変圧された電気は一部が鉄道会社や大

規模工場に送られ、残りは中間変電所や配電用変電所で 22kV や 6.6kV に降圧され大規模

ビルや中規模工場に配電される。また 6.6kV の配電線は柱上トランスで 100V または

200V に降圧され、一般家庭に送られている。

2．自動再閉路

送電線の故障は大部分が雷撃によるアーク故障であり、故障区間をいったん系統から切

り離し無電圧状態にするとアークは自然消滅して、その後に送電を再開すれば異常なく電

力送電を継続できる場合が多い。この特性を利用して、故障送電線を速やかに自動復旧さ

せて電力供給の安定性を損なわないようにするため、再閉路が行われる。表 2.1 に自動再

閉路の種類を、図 2.1 に電力会社の保護リレーシステム例を示す。

表2.1　自動再閉路の種類

種類 再閉路時間 送電電圧 主な目的
高速度再閉路 1秒以下 220 ～ 500kV 主基幹系統の系統連系維持
中速度再閉路 1～ 15 秒 154kV 早期復旧および停電時間短縮
低速度再閉路 1分程度 6.6 ～ 66kV 系統復旧操作の自動化
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図2.1　電力会社の保護リレーシステム例

B変電所

保護装置 1 保護装置 2

A発電所

送電線 送電線

需要家

遮断器遮断器

3．受電方式

電力会社から電力供給を受ける方式は、負荷設備容量や重要度あるいは供給信頼度や経

済性などの需要家のニーズと電気事業者の供給事情を考慮し、両者の協議により決定され

る。表 2.2 に、その受電方式の種類を示す。

表2.2　受電電圧別の受電方式

受電電圧
受電方式

6.6kV 22kV（33kV） 66kV（72kV）

1 回線受電 ○ ○ ○
2回線受電 ○ ○ ○
ループ受電 － ○ ○
スポットネットワーク受電 － ○ －

1 ）1 回線受電方式

変電所から需要家までひとつの回線のみを受電する方式で、他需要家と同一系統か

ら分岐する「T分岐方式」と、変電所から専用回線で供給する「専用線方式」がある。

信頼性は低い。高圧で受電する需要家の約 9割が 1回線受電方式を採用している。

図2.2　1回線受電方式

CBCB変電所 需要家

2 ）2 回線受電方式

同系統受電方式と異系統受電方式があり、同系統受電方式は同じ変電所から常用と

予備線で受電するため無停電切替えが可能であるが、電力会社との保守協定で、回線

事故の際は停電切替えとなる場合がある。異系統受電方式は異なる変電所から常用と

予備線の 2回線で受電する。



第　章 空気調和設備3

88

3.1 ／ 空気調和システム

◆ 3.1.1 ／ 概要

空気調和とは、「人工的に室内の空気の温度・湿度・気流・清浄度の組み合わせを適度

に選んで、人体または物品に最も適した状態に調整すること」である。

このように、室内の空気を単に温めたり冷やしたりするだけでなく、もっと総合的に快

適な環境となるように調整していくことを、単純な暖房・冷房と区別して空気調和と呼ん

でいる。

空気調和をその目的により分類すると、室内の人間を対象にした保健用空調と、各種産

業における製造過程、貯蔵を目的とした産業用空調がある。

◆ 3.1.2 ／ 空気調和設備の目的

空気調和設備は、建物を管理・運営していく上で重要な要素のひとつで、建物内の空気

をそれぞれの使用目的に適した状態に調整する設備である。

もともと、空気調和設備は、冬季の暖房にみられるように、建築設備の一部門として発

達してきたものである。それ以降、冷凍機やその他の機器の発達や普及に加え、技術や建

築物自体の進歩に伴い、温度や湿度に留まらず空気の浄化や気流の調整も加えられるよう

になっていった。現在、空気調和設備とは次に挙げる 4つの要素を総合的に調整すること

を指すようになっている。

これを、「空気調和の 4要素」と呼んでいる。

①　乾球温度：空気の冷却、加熱（顕熱の加減）

②　相対湿度：空気の除湿、加湿（潜熱の加減）

③　清 浄 度：空気中の炭酸ガス濃度の調整、じん埃、細菌、臭気、有害ガスの除去

④　気　　流：気流の速度、気流分布、気圧の調整

なお、最近では、飛行機内、特別な実験室やクリーンルーム等の場合に必要な気圧（室

内の気圧を調整）を、新たに項目に加えた「空気調和の 5要素」とも呼ばれる場合がある。

このほか、付随的に起こる問題として空調設備機器から発生する振動や騒音の処理も重要

な項目となっている。
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しかしながら、空気調和設備で行う環境調整は、上述の各要素すべてを快適な範囲内に

収める必要は必ずしもない。人体の温冷感に関する知識からわかるように、暖房時に放射

熱が多量にある場合には、空気温度が低くても快適な温熱環境を得ることができる。

このように、環境要素の相互作用を考えて、各要素の設定値と調整範囲を決定すればよ

い。

◆ 3.1.3 ／ 空気調和設備の目標

空気調和設備の計画を進める上で必要なことは、対象空間の用途・空調の使われ方など

を考慮して、空調の目標を明らかにすることである。従来の分類にとらわれることなく、

空調の目標を的確に設定しなければならない。

また、空気調和は、その対象により次の 2つに大別される。

①　快感空調（comfort air conditioning）

快感空調とは、快適空調、保健用空調とも呼ばれ、人間を対象とした空調で、居

住する人の健康や快適性を維持することを目的として、事務所、デパート、劇場、

ショッピングセンター、ドーム式野球場、商店、住宅、学校、車内、食堂、喫茶店

など、一般の人々が日常生活で使用する機会が多い建築物で行われる空調である。

②　産業用空調（industrial air conditioning）

産業用空調とは、工業用空調とも呼ばれ、物品を対象とした空調で、生産・業務・

貯蔵施設等において生産される製品・使用される精密機器類や保管される製品の品

質向上・均質化・精度確保などを目的として、工業だけでなく、農業・畜産・流通

の各分野で行われる空調である。事務施設のコンピューター室に対する空調はコン

ピューターが確実に作動するような環境条件を作り出すことを主な目標としており、

産業用空調と考えてよい。

◆ 3.1.4 ／ 空気調和設備の基礎

1.1　環境

1.1.1　自然環境

自然の空気は、変動の大きい水蒸気を除くと、表 3.1 の組成を持っている。なお、この

中には、微量であるが、自然的、人為的発生による水蒸気、浮遊粉じん、各種のガス（炭

酸ガス CO2、一酸化炭素 CO、硫黄酸化物 SOx、窒素酸化物NOx）などが含まれている。

この他、大気中には、水蒸気が含まれているが、変動が大きく、これを除いたものを乾き

空気と呼んでいる。


